
第 21 期決算公告 令和８年３月31日
東京都千代田区神田錦町２丁目２番地１
KANDA SQUARE 11F WeWork

アスタミューゼ株式会社
代表取締役 永井 歩

貸借対照表の要旨(令和７年12月31日現在)
科 目 金 額(千円)

資
産
の
部
流 動 資 産 215,580
固 定 資 産 13,405
資 産 合 計 228,986

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 231,414
固 定 負 債 201,730
株 主 資 本 204,851
資 本 金 100,000
利 益 剰 余 金 304,851
その他利益剰余金 304,851
(うち当期純利益) (10,532)

新 株 予 約 権 694
負債・純資産合計 228,986

第 34 期 決 算 公 告
2026 年４月 24 日 静岡県磐田市新貝2500番地

株 式 会 社 ジ ュ ビ ロ
代表取締役社長 大友 健寿 損益計算書の要旨

自 2025年２月１日
至 2026年１月31日

(単位：千円)
科 目 金 額
売 上 高 5,668,374
売 上 原 価 3,266,955
売 上 総 利 益 2,401,419
販売費及び一般管理
費 1,820,215
営 業 利 益 581,203
営 業 外 収 益 78,646
営 業 外 費 用 17,899
経 常 利 益 641,949
税引前当期純利益 641,011
法人税、住民税及び
事業税 95,721
法人税等調整額 21,478
当 期 純 利 益 523,811

貸借対照表の要旨 (2026年１月31日現在) (単位：千円)
資 産 の 部 負債及び純資産の部

流 動 資 産 1,229,233流 動 負 債 778,899
固 定 資 産 1,045,925 賞 与 引 当 金 24,012
有形固定資産 512,390 そ の 他 754,887
無形固定資産 175,107固 定 負 債 93,279
投資その他の資産 358,427 退職給付引当金 60,519

そ の 他 32,760
負 債 合 計 872,178
株 主 資 本 1,402,979
資 本 金 771,719
資 本 剰 余 金 92,719
利 益 剰 余 金 538,540
その他利益剰余金 538,540
純資産合計 1,402,979

資 産 合 計 2,275,158負債・純資産合計 2,275,158

第８期決算公告 令和８年３月31日
東京都新宿区歌舞伎町一丁目29番１号
株式会社ＴＳＴエンタテイメント

代表取締役社長 都甲 義教
貸借対照表の要旨(令和７年12月31日現在)

科 目 金 額(百万円)
資
産
の
部
流 動 資 産 1,541
固 定 資 産 5,437
資 産 合 計 6,979

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 550
賞 与 引 当 金 1
株 主 資 本 6,429
資 本 金 100
資 本 剰 余 金 8,300
資 本 準 備 金 4,150
利 益 剰 余 金 1,970
その他利益剰余金 1,970
(うち当期純損失) (428)

負債・純資産合計 6,979

第 77 期 決 算 公 告
令和８年４月 24 日 名古屋市緑区鳴海町字伝治山３番地

鳴海製陶株式会社
代表取締役 福井 俊成

損益計算書の要旨
自 令和７年１月１日
至 令和７年12月31日

(単位：百万円)
科 目 金 額
売 上 高 6,870
売 上 原 価 4,465
売 上 総 利 益 2,405
販売費及び一般管理
費 1,866

営 業 利 益 538
営 業 外 収 益 292
営 業 外 費 用 67
経 常 利 益 763
税引前当期純利益 763
法人税、住民税及び
事業税 164

法人税等調整額 4
当 期 純 利 益 594

貸借対照表の要旨(令和７年12月31日現在)(単位：百万円)
科 目 金 額 科 目 金 額
流 動 資 産 3,907 流 動 負 債 1,784
固 定 資 産 5,193 固 定 負 債 1,118
有形固定資産 3,034 負 債 合 計 2,902
無形固定資産 32 株 主 資 本 4,442
投資その他の資産 2,127 資 本 金 540

資 本 剰 余 金 113
利 益 剰 余 金 3,827
利 益 準 備 金 61
その他利益剰余金 3,765
自 己 株 式 38
評価・換算差額等 1,756
純資産合計 6,199

資 産 合 計 9,101 負債・純資産合計 9,101

第 70 期決算公告 令和８年４月24日
東京都新宿区信濃町３番地１

株式会社エスダーヴ
代表取締役 芳賀 貴子

貸借対照表の要旨(令和８年１月31日現在)
科 目 金 額(千円)

資
産
の
部
流 動 資 産 759,222
固 定 資 産 11,069
合 計 770,292

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 31,723
株 主 資 本 738,569
資 本 金 61,000
資 本 剰 余 金 53,991
その他資本剰余金 53,991
利 益 剰 余 金 1,824,803
利 益 準 備 金 15,250
その他利益剰余金 1,809,553
(うち当期純損失) (942,797)
自 己 株 式 1,201,225
合 計 770,292

第 75 期 決 算 公 告
令和８年３月６日
大阪市北区天満橋一丁目８番30号ＯＡＰタワー14階

国分西日本株式会社
代表取締役 川野 政治

損益計算書の要旨
自 令和７年１月１日
至 令和７年12月31日

(単位：百万円)
科 目 金 額
売 上 高 385,838
売 上 原 価 361,420
売 上 総 利 益 24,418
販売費及び一般管理
費 20,622
営 業 利 益 3,795
営 業 外 収 益 259
営 業 外 費 用 62
経 常 利 益 3,992
税引前当期純利益 3,992
法人税、住民税及び
事業税 1,235
法人税等調整額 26
当 期 純 利 益 2,730

貸借対照表の要旨(令和７年12月31日現在)(単位：百万円)
資 産 の 部 負債及び純資産の部

流 動 資 産 107,289 流 動 負 債 89,005
固 定 資 産 7,950 固 定 負 債 1,742
有形固定資産 4,079 株 主 資 本 23,116
無形固定資産 115 資 本 金 500
投資その他の資産 3,754 資 本 剰 余 金 8,411

その他資本剰余金 8,411
利 益 剰 余 金 14,204
利 益 準 備 金 125
その他利益剰余金 14,079

評価・換算差額等 1,375
その他有価証券評価
差額金 1,375

資 産 合 計 115,240 負債・純資産合計 115,240

第５期決算公告 令和８年４月24日
東京都渋谷区道玄坂一丁目20番８号

株式会社ラボル
代表取締役 建部 大

貸借対照表の要旨(令和７年12月31日現在)
科 目 金 額(千円)

資
産
の
部
流 動 資 産 3,262,132
固 定 資 産 196,678
資 産 合 計 3,458,811

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 2,584,225
固 定 負 債 12,051
株 主 資 本 862,534
資 本 金 100,000
資 本 剰 余 金 811,729
資 本 準 備 金 763,712
その他資本剰余金 48,017
利 益 剰 余 金 49,195
その他利益剰余金 49,195
(うち当期純損失) (49,195)

負債・純資産合計 3,458,811

第 53 期 決 算 公 告
令和８年３月４日
福岡県福岡市博多区古門戸町１番４号MipLa古門戸６階

国分九州株式会社
代表取締役 今井 博臣

損益計算書の要旨
自 令和７年１月１日
至 令和７年12月31日

(単位：百万円)
科 目 金 額
売 上 高 147,769
売 上 原 価 138,724
売 上 総 利 益 9,044
販売費及び一般管理
費 8,153
営 業 利 益 891
営 業 外 収 益 83
営 業 外 費 用 4
経 常 利 益 970
特 別 損 失 26
税引前当期純利益 943
法人税、住民税及び
事業税 292

法人税等調整額 15
当 期 純 利 益 635

貸借対照表の要旨(令和７年12月31日現在)(単位：百万円)
資 産 の 部 負債及び純資産の部

流 動 資 産 49,430 流 動 負 債 42,574
固 定 資 産 1,555 固 定 負 債 347
有形固定資産 966 株 主 資 本 7,972
無形固定資産 16 資 本 金 500
投資その他の資産 572 資 本 剰 余 金 4,363

その他資本剰余金 4,363
利 益 剰 余 金 3,108
利 益 準 備 金 90
その他利益剰余金 3,017

評価・換算差額等 91
その他有価証券評価
差額金 91

資 産 合 計 50,985 負債・純資産合計 50,985

令和年月日 金曜日 (号外第号)官 報 
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